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平成 26 年８月 20 日 

 
各  位 

社 名： 株 式 会 社 ア ー ク 
代 表 者 名： 代表取締役社長 鈴 木  康 夫 

（コード番号： 7 8 7 3  東 証 第 一 部 ） 
問い合せ先： 執 行 役 員 河 本  俊 之 

TEL： 06（6260）1040 
 
 
 

ＯＰＩ・11 株式会社による当社株式に対する公開買付けの結果 

並びに親会社及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ 

 

 

ＯＰＩ・11 株式会社（以下「ＯＰＩ・11」といいます。）が平成 26 年６月 24 日より実施してお

りました当社株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）が、平成 26 年８月

19 日をもって終了し、ＯＰＩ・11 より添付のとおり本公開買付けの結果が公表されましたので、お

知らせいたします。 

また、本公開買付けの結果及び株式会社地域経済活性化支援機構（以下「支援機構」といいます。）

が平成 26 年８月 26 日に実施を予定している本公開買付けに応募しなかったＡ種優先株式

（100,000,000 株。以下「非応募Ａ種優先株式」といいます。）に係る金銭を対価とした取得請求

権の行使（以下「償還請求」といいます。）により、平成 26 年８月 26 日をもって当社の親会社及

び主要株主である筆頭株主に異動が発生する見込みとなりましたので、下記のとおり併せてお知ら

せいたします。 

 

記 

 

Ⅰ 本公開買付けの結果について 

当社は、本日、添付資料「株式会社アーク株式に対する公開買付けの結果に関するお知らせ」に

記載のとおり、本公開買付けの結果について、ＯＰＩ・11 より報告を受けました。 

なお、本公開買付けに係る応募株券等の数の合計が買付予定数の下限以上となりましたので、本

公開買付けは成立しております。 

 

Ⅱ 親会社及び主要株主である筆頭株主の異動について 

１ 異動に至った経緯 

ＯＰＩ・11は、平成 26年６月 23 日、本公開買付けを開始する旨を公表し、当社は同日開催の取

締役会において本公開買付けに賛同することを決議し、その旨の意見を表明しておりました。 

本日、当社は、ＯＰＩ・11 より、平成 26 年６月 24 日から平成 26 年８月 19 日までに実施された

本公開買付けの結果、当社普通株式 270,555,839 株を取得することとなった旨の報告を受けました。

この結果、本公開買付けの決済が行われ、かつ償還請求の効力が発生した場合には、平成 26年８月

26 日（本公開買付けの決済の開始日及び償還請求の効力発生予定日）付でＯＰＩ・11 の所有する当

社議決権数が総株主の議決権数に対する割合で 50％超となり、同社が新たに当社の親会社及び主要

株主である筆頭株主に該当することとなります。これに伴い、ＯＰＩ・11 の親会社であるＯＰＩ2002

投資事業組合、オリックス・プリンシパル・インベストメンツ株式会社及びオリックス株式会社も、

ＯＰＩ・11 を通じて当社株式を間接的に保有することになるため、当社の親会社に該当することと
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なります。 

また、現在、当社の親会社及び主要株主である筆頭株主の支援機構は、保有する当社の普通株式

の全部を本公開買付けへの応募したことに加え、非応募Ａ種優先株式について、平成 26 年８月 26

日をもって、償還請求を行う予定であり、この結果、当社の親会社及び主要株主である筆頭株主に

該当しないこととなります。 

 

２ 異動する株主の概要 

（１） 新たに親会社及び主要株主である筆頭株主に該当することとなる株主の概要 

（１）名 称 ＯＰＩ・１１株式会社 

（２）所 在 地 東京都港区浜松町二丁目４番１号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 三宅 誠一 

（４）事 業 内 容 当社の株券等の取得及び所有 

（５）資 本 金 1 百万円（平成 26 年５月 28 日時点） 

（６）設 立 年 月 日 平成 26 年５月 28 日 

（７）大株主及び持株比率 ＯＰＩ2002 投資事業組合 100％ 

（平成 26 年５月 28 日現在） 

（８）当 社 と の 関 係 資 本 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあ
りません。 

 人 的 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあ
りません。 

 取 引 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあ
りません。 

（注） ＯＰＩ・１１株式会社は、平成 26 年５月 28 日に設立された会社であり、確定した事業年度

を迎えていないため、純資産及び総資産については、記載しておりません。 

 

（２） 新たに親会社に該当することとなる株主の概要 

（１）名 称 ＯＰＩ2002 投資事業組合 

（２）所 在 地 東京都港区浜松町二丁目４番１号 

（３）設 立 根 拠 等 民法に基づく任意組合 

（４）業務執行組合員の概要 名 称 オリックス・プリンシパル・インベストメンツ株式会
社 

所 在 地 東京都港区浜松町二丁目４番１号 

代表者の役
職 ・ 氏 名

代表取締役 三宅 誠一 

事 業 内 容 投資事業 

資 本 金 68 百万円（平成 26 年３月 31 日時点） 

（５）当 社 と の 関 係 当社と相手

先 の 間 の

出資の状況

当社と当該組合との間には、記載すべき資本関係はあ
りません。 

当社と業務
執行組合員
の 関 係

当社と当該組合との間には、記載すべき関係はありま
せん。 
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（３） 新たに親会社に該当することとなる株主の概要 

（１）名 称 オリックス・プリンシパル・インベストメンツ株式会社 

（２）所 在 地 東京都港区浜松町二丁目４番１号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 三宅 誠一 

（４）事 業 内 容 投資事業 

（５）資 本 金 68 百万円（平成 26 年３月 31 日時点） 

（６）設 立 年 月 日 平成３年３月 20 日 

（７）純 資 産 483 百万円 

（８）総 資 産 484 百万円 

（９）大株主及び持株比率 

 
オリックス株式会社 100％ 

（平成 26 年３月 31 日現在） 

（10）当 社 と の 関 係 資 本 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあ
りません。 

 人 的 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあ
りません。 

 取 引 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあ
りません。 

 

（４） 新たに親会社に該当することとなる株主の概要 

（１）名 称 オリックス株式会社 

（２）所 在 地 東京都港区浜松町二丁目４番１号 

（３）代表者の役職・氏名 代表執行役 井上 亮 

（４）事 業 内 容 多角的金融サービス業 

（５）資 本 金 219,546 百万円（平成 26 年３月 31 日時点） 

（６）設 立 年 月 日 昭和 39 年４月 17 日 

（７）連 結 純 資 産 2,095,178 百万円 

（８）連 結 総 資 産 9,069,392 百万円 

（９）大株主及び持株比率 

 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 8.12％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6.42％ 

（平成 26 年３月 31 日現在） 

（10）当 社 と の 関 係 資 本 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあ
りません。 

 人 的 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあ
りません。 

 取 引 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあ
りません。 
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（５） 親会社及び主要株主である筆頭株主に該当しなくなる株主の概要 

（１）商 号 株式会社地域経済活性化支援機構 

（２）所 在 地 東京都千代田区大手町一丁目６番１号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 瀬谷 俊雄 

（４）事 業 内 容 事業再生の支援 

（５）資 本 金 23,084 百万円（平成 26 年３月 31 日時点） 

（６）設 立 年 月 日 平成 21 年 10 月 14 日 

（７）純 資 産 110,689 百万円 

（８）総 資 産 111,410 百万円 

（９）大株主及び持株比率 預金保険機構 97.83％、農林中央金庫 2.17％ 

（平成 26 年 3 月 31 日現在） 

（10）当 社 と の 関 係 資 本 関 係 支援機構は、本日現在、当社の普通株式 270,555,839
株及びＡ種優先株式 100,000,000 株を保有しており
ます。 

 人 的 関 係 支援機構の常務取締役である櫻田浩一氏、支援機構の
従業員である中桐悟氏、中西雅也氏及び高橋和重氏は
当社の取締役であります。また、支援機構の従業員で
ある中島宏記氏は当社の非常勤監査役であります。 

 取 引 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあ
りません。 

 

３ 異動予定年月日 

平成 26 年８月 26 日（本公開買付けの決済の開始日及び償還請求の効力発生予定日） 

 

４ 異動前後における当該株主の所有する議決権の数及び所有割合 

（１） ＯＰＩ・11 株式会社 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

大株主順位 
直接所有分 合算対象分 計 

異動前 ― ― ― ― ― 

異動後 
親会社及び主要株

主である筆頭株主 

2,705,558 個

（81.03％） 
― 

2,705,558 個 

（81.03％） 
第１位 

 

（２） ＯＰＩ2002 投資事業組合 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

大株主順位 
直接所有分 合算対象分 計 

異動前 ― ― ― ― ― 

異動後 

親会社 

（当社株式の間接

保有） 

― 
2,705,558 個

（81.03％） 

2,705,558 個 

（81.03％） 
― 



 

5 

 

（３） オリックス・プリンシパル・インベストメンツ株式会社 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

大株主順位 
直接所有分 合算対象分 計 

異動前 ― ― ― ― ― 

異動後 

親会社 

（当社株式の間接

保有） 

― 
2,705,558 個

（81.03％） 

2,705,558 個 

（81.03％） 
― 

 
（４） オリックス株式会社 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

大株主順位 
直接所有分 合算対象分 計 

異動前 ― ― ― ― ― 

異動後 

親会社 

（当社株式の間接

保有） 

― 
2,705,558 個

（81.03％） 

2,705,558 個 

（81.03％） 
― 

（注１） 異動後の「議決権所有割合」は、平成 27 年３月期第１四半期報告書に記載された平成 26

年６月 30 日現在の発行済普通株式（68,101,592 株）から、平成 27 年３月期第１四半期決

算短信［日本基準］（連結）に記載された平成 26 年６月 30 日現在の自己株式（4,743,866

株）を控除した普通株式（63,357,726 株）に、平成 26 年８月５日に行使された、Ａ種優先

株式の一部（50,000,000 株）及びＣ種優先株式（23,518,613 株）の普通株式を対価とした

取得請求（以下「転換請求」といいます。）により増加した普通株式（270,555,839 株）を

加算して計算した株式数（333,913,565 株）に係る議決権の数（3,339,135 個）を分母とし

て計算しております（非応募Ａ種優先株式は平成 26 年８月 26 日をもって償還請求がなさ

れる予定であり、当該株式に係る議決権の数（1,000,000 個）は本計算の分母には加えてお

りません。）。 

（注２） 「議決権所有割合」は、小数点以下第三位を四捨五入しております。 

 

（５） 株式会社地域経済活性化支援機構 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

大株主順位 
直接所有分 合算対象分 計 

異動前 
親会社及び主要株

主である筆頭株主 
3,705,558 個

（85.40％） 
― 

3,705,558 個 

（85.40％） 
第１位 

異動後 ― ― ― ― ― 

（注１） 異動前の「議決権所有割合」は、平成 27 年３月期第１四半期報告書に記載された平成 26

年６月 30 日現在の発行済普通株式（68,101,592 株）から、平成 27 年３月期第１四半期決

算短信［日本基準］（連結）に記載された平成 26 年６月 30 日現在の自己株式（4,743,866

株）を控除した普通株式（63,357,726 株）に、転換請求により増加した普通株式（270,555,839

株）を加算して計算した株式数（333,913,565 株）に係る議決権の数（3,339,135 個）に、

非応募Ａ種優先株式に係る議決権の数（1,000,000 個）を加えた議決権の数（4,339,135 個）

を分母として計算しております。 

（注２） 「議決権所有割合」は、小数点以下第三位を四捨五入しております。 
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５ 今後の見通し 

本公開買付けにより、ＯＰＩ・11 は当社株式 270,555,839 株(償還請求の効力発生後において、

当社の総株主等の議決権の 81.03％)を所有することとなるため、当社はＯＰＩ・11 の連結子会社と

なります。また、当社株式は、東京証券取引所市場第一部に上場しておりますが、当社は、引き続

きその上場を維持していく方針です。 

なお、本件が当社の当期連結業績に与える影響はありません。 

 

６ 開示対象となる非上場の親会社等の変更について 

今回の異動により、ＯＰＩ・11 は、当社における非上場の親会社等に該当し開示対象となること

となり、支援機構は該当しないこととなります。 

以 上 

 

（添付資料） 

平成 26 年８月 20 日付「株式会社アーク株式に対する公開買付けの結果に関するお知らせ」 
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平成 26 年８月 20 日 

各  位 

会 社 名 ＯＰＩ・１１株式会社 

代表者名 代表取締役  三宅 誠一 

 

 

株式会社アーク株式に対する公開買付けの結果に関するお知らせ 

 

ＯＰＩ・１１株式会社（以下「公開買付者」といいます。）は、平成 26 年６月 23 日、株式会社アー

ク（コード番号：7873 東証第一部、以下「対象者」といいます。）の普通株式及び本優先株式（後記

「１．買付け等の概要」「(3) 買付け等に係る株券等の種類」「②優先株式」において定義します。以

下同じとします。）を金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号。その後の改正を含みます。以下「法」

といいます。）による公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）により取得することを決定し、

平成 26 年６月 24 日より本公開買付けを実施しておりましたが、以下のとおり、本公開買付けが平成

26 年８月 19 日をもって終了いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

１． 買付け等の概要 

(１) 公開買付者の名称及び所在地 

ＯＰＩ・１１株式会社 

東京都港区浜松町二丁目４番１号 

(２) 対象者の名称 

株式会社アーク 

(３) 買付け等に係る株券等の種類 

① 普通株式 

② 優先株式 

（a）Ａ種優先株式（注１） 

（b）Ｂ種優先株式（注２） 

（c）Ｃ種優先株式（注３）（以下、Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式を総称

して「本優先株式」といいます。） 

（注１）Ａ種優先株式は、１単元の株式数を 100 株として株主総会における議決権を有

します。Ａ種優先株式については、平成 26 年６月 24 日時点において、株式会

社地域経済活性化支援機構（以下「支援機構」といいます。）がその全て

（150,000,000 株）を保有しておりましたが、支援機構は、Ａ種優先株式のうち

50,000,000 株についてはＡ種優先株式１株につき対象者の普通株式（以下「対

象者普通株式」といいます。）４株の交付を請求できる取得請求権（以下「Ａ種

優先株式普通株式対価取得請求権」といいます。）を行使したことにより交付さ

れた対象者普通株式 200,000,000 株（以下「Ａ種優先株式転換後応募予定普通

株式」といいます。）を本公開買付けに応募しております。なお、支援機構は、
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Ａ種優先株式のうち 100,000,000 株（以下「非応募Ａ種優先株式」といいます。）

については、本公開買付け終了後遅滞なく、金銭を対価とする取得請求権（以

下「金銭対価取得請求権」といいます。）を行使し対象者に取得させることを予

定しています。 

（注２）Ｂ種優先株式は、株主総会における議決権はありません。Ｂ種優先株式には、

Ｂ種優先株式１株につき対象者普通株式３株の交付を請求できる取得請求権

（以下「Ｂ種優先株式普通株式対価取得請求権」といいます。ただし、Ｂ種優

先株式普通株式対価取得請求権は、平成 28 年８月 25 日以降においてのみ行使

できるものとされております。）が付されています。 

（注３）Ｃ種優先株式は、株主総会における議決権はありません。Ｃ種優先株式につい

ては、平成 26 年６月 24 日時点において、支援機構がその全て（23,518,613 株）

を保有しておりましたが、支援機構は、全てのＣ種優先株式について、Ｃ種優

先株式１株につき対象者普通株式３株の交付を請求できる取得請求権（以下「Ｃ

種優先株式普通株式対価取得請求権」といいます。）を行使したことにより交付

された対象者普通株式 70,555,839 株（以下「Ｃ種優先株式転換後応募予定普通

株式」といいます。）を本公開買付けに応募しております。 

 
(４) 買付予定の株券等の数 

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

270,555,839(株) 270,555,839(株) ―(株)

（注1） 買付予定数は、Ａ種優先株式転換後応募予定普通株式及びＣ種優先株式転換後応募予定普通株式の

合計数です。なお、公開買付者が本公開買付けにより取得する対象者の株券等の最大数（最大買付

数）は、対象者が平成 26 年２月７日に提出した第 46 期第３四半期報告書（以下「対象者平成 26 年

３月期第３四半期報告書」といいます。）に記載された平成 25 年 12 月 31 日現在の対象者の発行済

普通株式総数（68,101,592 株）から、対象者が平成 26 年２月７日に公表した平成 26 年３月期第３

四半期決算短信[日本基準]（連結）（以下「対象者平成 26 年３月期第３四半期決算短信」といいま

す。）に記載された平成 25 年 12 月 31 日現在の対象者が保有する自己株式（4,743,866 株）を控除

した普通株式数（63,357,726 株）に、対象者平成 26 年３月期第３四半期報告書に記載された平成

25 年 12 月 31 日現在のＡ種優先株式（150,000,000 株）から支援機構が対象者に対して金銭対価取

得請求権を行使し対象者に取得させる非応募Ａ種優先株式（100,000,000 株）を除いたＡ種優先株式

（50,000,000 株）、Ｂ種優先株式（23,704,319 株）及びＣ種優先株式（23,518,613 株）を全て普通

株式に換算した株式（341,668,796 株）を加算した株式数（405,026,522 株）です。 

（注2） 応募株券等の総数が買付予定数の下限（270,555,839 株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買

付け等を行いません。応募株券等の総数が買付予定数の下限以上の場合は、応募株券等の全部の買

付け等を行います。なお、Ａ種優先株式にはＡ種優先株式普通株式対価取得請求権が、Ｂ種優先株

式にはＢ種優先株式普通株式対価取得請求権が、Ｃ種優先株式にはＣ種優先株式普通株式対価取得

請求権がそれぞれ付されているため、買付予定数の下限の達成を判断するにあたっては、Ａ種優先

株式１株を普通株式４株と、Ｂ種及びＣ種優先株式１株をそれぞれ普通株式３株とみなして応募株

券等の総数を計算します。 

（注3） 本公開買付けを通じて、対象者が保有する自己株式を取得する予定はありません。 

（注4） 単元未満株式についても、本公開買付けの対象としております。なお、会社法（平成 17 年法律 86

号。その後の改正を含みます。）に従って株主による単元未満株式買取請求権が行使された場合に

は、対象者は法令の手続に従い本公開買付けにおける買付け等の期間（以下「公開買付期間」とい

います。）中に自己の株式を買い取ることがあります。 

 
 

(５) 買付け等の期間 

① 届出当初の買付け等の期間 
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平成 26 年６月 24 日(火曜日)から平成 26 年８月 19 日(火曜日)まで（40 営業日） 

② 対象者の請求に基づく延長の可能性 

該当事項はありません。 

 

(６) 買付け等の価格 

① 普通株式  １株につき金 55 円 

② 優先株式 

（a）Ａ種優先株式 １株につき金 220 円 

（b）Ｂ種優先株式 １株につき金 165 円 

（c）Ｃ種優先株式 １株につき金 165 円 

 

２． 買付け等の結果 

(１) 公開買付けの成否 

本公開買付けにおいては、応募株券等の総数が買付予定数の下限（270,555,839 株）に満た

ない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行わない旨の条件を付しましたが、応募株券等の

総数（270,555,839 株）が買付予定数の下限（270,555,839 株）以上となりましたので、公開買

付開始公告及び公開買付届出書（その後提出された公開買付届出書の訂正届出書により訂正さ

れた事項を含みます。以下同じとします。）に記載のとおり、応募株券等の全部の買付け等を行

います。 

 

(２) 公開買付けの結果の公告日及び公告掲載新聞名 

法第 27 条の 13 第１項の規定に基づき、金融商品取引法施行令（昭和 40 年政令第 321 号。そ

の後の改正を含みます。）第９条の４及び発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関

する内閣府令（平成２年大蔵省令第 38 号。その後の改正を含みます。）第 30 条の２に規定す

る方法により、平成 26 年８月 20 日に報道機関に対して公表いたしました。 

 

(３) 買付け等を行った株券等の数 

株券等種類 ① 株式に換算した応募数 ② 株式に換算した買付数 

株 券 

普通株式 270,555,839 株 

Ａ種優先株式   ― 株 

Ｂ種優先株式   ― 株 

Ｃ種優先株式   ― 株 

普通株式 270,555,839 株

Ａ種優先株式   ― 株

Ｂ種優先株式   ― 株

Ｃ種優先株式   ― 株

新 株 予 約 権 証 券 ― 株 ― 株

新 株 予 約 権 付 社 債 券 ― 株 ― 株
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株 券 等 信 託 受 益 証 券 

（ ） 
― 株 ― 株

株 券 等 預 託 証 券 

（ ） 
― 株 ― 株

合 計 270,555,839 株 270,555,839 株

（潜在株券等の数の合計） ―  （ ― 株）

 

(４) 買付け等を行った後における株券等所有割合 

買付け等前における公開買付者

の所有株券等に係る議決権の数 
―個

（買付け等前における株券等所有割合

―％）

買付け等前における特別関係者

の所有株券等に係る議決権の数 
6,705,558 個

（買付け等前における株券等所有割合

91.37％）

買付け等後における公開買付者

の所有株券等に係る議決権の数 
2,705,558 個

（買付け等後における株券等所有割合

81.03％）

買付け等後における特別関係者

の所有株券等に係る議決権の数 
―個

（買付け等後における株券等所有割合

―％）

対象者の総株主の議決権の数 2,133,526 個  

（注1） 「買付け等前における特別関係者の所有株券等に係る議決権の数」は、買付け等前におけ

る特別関係者が保有する株券等に係る議決権の数を記載しております。なお、買付け等前

における特別関係者である支援機構が保有するＡ種優先株式（150,000,000 株）及びＣ種

優先株式（23,518,613 株）については、全て普通株式に換算した場合の当該普通株式

（670,555,839 株）に係る議決権の数（6,705,558 個）として計算しております。 

（注2） 「対象者の総株主の議決権の数」は、対象者が平成 26 年８月５日に提出した第 47 期第１

四半期報告書に記載された平成 26 年６月 30 日現在の総株主等の議決権の数です。 

（注3） 買付け等前における公開買付者の特別関係者である支援機構は、平成 26 年６月 30 日時

点において、Ａ種優先株式（150,000,000 株）及びＣ種優先株式（23,518,613 株）を全て

（平成 26 年６月 30 日以降に対象者普通株式に転換された場合を含む。）保有し、また、

本公開買付けにおいては、単元未満株式も本公開買付けの対象としていたため、「買付け

等前における株券等所有割合」の計算においては、対象者が平成 26 年８月５日に提出し

た第 47 期第１四半期報告書に記載された平成 26 年６月 30 日現在のＡ種優先株式

（150,000,000 株）及びＣ種優先株式（23,518,613 株）を全て普通株式に換算した株式

（670,555,839 株）に、対象者が平成 26 年８月５日に提出した第 47 期第１四半期報告書

に記載された平成 26 年６月 30 日現在の発行済普通株式（68,101,592 株）から、対象者が

平成 26 年８月５日に公表した平成 27 年３月期第１四半期決算短信に記載された平成 26

年６月 30 日現在の対象者が保有する自己株式（4,743,866 株）を控除した普通株式

（63,357,726 株）を加算した株式数（733,913,565 株）に係る議決権の数（7,339,135 個）

を分母として計算しております。 

（注4） 本公開買付けの成立により、支援機構は、Ａ種優先株式のうち 50,000,000 株及びＣ種優

先株式の全て（23,518,613 株）を転換した対象者普通株式を公開買付者に譲渡し、かつ、

非応募Ａ種優先株式（100,000,000 株）については、金銭対価取得請求権を行使し対象者

に取得させることになりますので、公開買付者と支援機構との間で共同して議決権を行使

することの合意はなく、買付け等後においては、支援機構は公開買付者の特別関係者には

該当しておりません。 

（注5） Ａ種優先株式のうち 50,000,000 株及びＣ種優先株式の全て（23,518,613 株）は本公開買

付期間中に対象者普通株式に転換され本公開買付に応募されており、また、本公開買付け

においては、単元未満株式も本公開買付けの対象としていたため、「買付け等後における
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株券等所有割合」の計算においては、対象者が平成 26 年８月５日に提出した第 47 期第１

四半期報告書に記載された平成 26 年６月 30 日現在のＡ種優先株式のうち 50,000,000 株

及びＣ種優先株式の全て（23,518,613 株）を普通株式に換算した株式（270,555,839 株）

に、対象者が平成 26 年８月５日に提出した第 47 期第１四半期報告書に記載された平成 26

年６月 30 日現在の発行済普通株式（68,101,592 株）から、対象者が平成 26 年８月５日に

公表した平成 27 年３月期第１四半期決算短信に記載された平成 26 年６月 30 日現在の対

象者が保有する自己株式（4,743,866 株）を控除した普通株式（63,357,726 株）を加算し

た株式数（333,913,565 株）に係る議決権の数（3,339,135 個）を分母として計算してお

ります。なお、支援機構は、非応募Ａ種優先株式（100,000,000 株）については、本公開

買付け終了後遅滞なく、金銭対価取得請求権を行使し対象者に取得させることを予定して

いますので、上記の計算の分母には非応募Ａ種優先株式に係る議決権の数（1,000,000 個

）を加算しておりませんが、当該議決権の数を加算した議決権数（4,339,135 個）を分母

として計算した「買付け等後における株券等所有割合」は 62.35％になります。 

（注6） 「買付け等前における株券等所有割合」及び「買付け等後における株券等所有割合」は、

小数点以下第三位を四捨五入しています。 

 

(５) あん分比例方式により買付け等を行う場合の計算 

該当事項はありません。 

(６) 決済の方法 

① 買付け等の決済をする証券会社・銀行等の名称及び本店の所在地 

みずほ証券株式会社    東京都千代田区大手町一丁目５番１号 

② 決済の開始日   平成 26 年８月 26 日（火曜日） 

③ 決済の方法 

公開買付期間終了後遅滞なく、本公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等（

外国人株主の場合はその常任代理人）の住所宛に郵送いたします。買付けは、現金にて

行います。買付けられた株券等に係る売却代金を応募株主等（外国人株主の場合はその

常任代理人）の指示により、決済の開始日以後遅滞なく、公開買付代理人から応募株主

等（外国人株主の場合はその常任代理人）の指定した場所へ送金するか、公開買付代理

人の応募受付けをした応募株主等の口座へお支払いします。 

 

３． 公開買付け後の方針等及び今後の見通し 

本公開買付け後の方針等及び今後の見通しにつきましては、公開買付者が、平成 26 年６月 23

日付けで公表した「株式会社アーク株式（証券コード 7873）に対する公開買付けの開始に関する

お知らせ」に記載の内容から変更ありません。 

 

 

４．公開買付報告書の写しを縦覧に供する場所  

ＯＰＩ・１１株式会社  東京都港区浜松町二丁目４番１号  

株式会社東京証券取引所 東京都中央区日本橋兜町２番１号 

 

以 上 
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